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教えて！土手内さん 2022年 2月号

◎贈与税の申告と納税◎

⑴どんな人が贈与税の申告をする必要があるの？

暦年（１月１日～１２月３１日）の１年間に贈与を受けた金銭及び金銭以外のもの（例えば不動

産、有価証券等）の価額の合計が１１０万円を超える人は贈与税の申告をする必要があります。

＊過去に相続時精算課税贈与を申告している人は例外あり。

☆ 贈与の申告には贈与契約書を添付することが望ましいです。

また、相続時精算課税贈与、住宅取得等資金贈与、教育資金の一括贈与などは

贈与契約書以外の資料の添付が求められています。

☆ 平成２７年より、直系尊属（父母や祖父母など）から２０歳以上の子や孫が贈与を受けた

場合とそれ以外の贈与の場合で使用する税率が変わっております。(前者の方が税率が低く

なっております。

詳しくは担当者までお問い合わせください。

⑵贈与税の申告書はいつまでに提出するの？

贈与を受けた年の翌年２月１日～３月１５日までの間に財産をもらった方の住所地を所轄して

いる税務署に贈与税の申告書を提出します。

（所得税の確定申告書と違い、２月１日から申告書の提出を受け付けています。）

⑶いつまでに納付する必要があるの？

贈与税の申告書の提出期限までに、つまり３月１５日までに財産をもらった方が贈与税を

納付する必要があります。

具体的には贈与税の納付書を金融機関に持参し、納付します。

・贈与とは、当事者（贈与者）の一方が自己の財産を無償で

相手方（受贈者）に与えることを内容とする契約です。


